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資料２ 温室効果ガス排出量の推計方法

CO2 排出量推計は、環境省が策定した「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニ

ュアル（算定手法編）」（以下「マニュアル」という）に基づき実施することとし、本計画にお

いては下図（図 32、図 33）に示された手法の中から、本市の実態により近い最適な手法を選定

し推計を行います。

図 32 統計の按分段階と実績値の活用有無による推計手法の分類

図 33 マニュアルにおける部門・分野別の推計手法分類

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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（１）現状推計

①産業部門（製造業）

産業部門（製造業）における現況推計手法については、次の 5つの手法がマニュアルで示さ

れています。

図 34 産業部門（建設業・鉱業）における現況推計手法一覧

図 35 産業部門（製造業）における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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排出量カルテによると、本市の製造業における総 CO2 排出量に対する特定事業所からの CO2

排出量の割合は 12％と低く、大規模な事業所が多く立地する区域に適した「【カテゴリ D】事業

所排出量積上法」による推計は、実態との乖離が大きくなるため、適切ではありません。

「【カテゴリ D】全国業種別按分法（実績値活用）」は、電気と都市ガスのみ実績値を活用し、

その他のエネルギーは「【カテゴリ B】全国業種別按分法」に準じる方法です。一部に実績値を

用いる手法のため、「【カテゴリ B】全国業種別按分法」と比較して、より実態に近い CO2 排出

量の推計が可能であることから、本計画においては、D「全国業種別按分法」を採用します。

図 36 産業部門（製造業）における全国業種別按分法（実績値活用）の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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②産業部門（建設業・鉱業）

産業部門（建設業・鉱業）における現況推計手法については、次の 2つの手法がマニュアル

で示されています。

図 37 産業部門（建設業・鉱業）における現況推計手法一覧

図 38 産業部門（建設業・鉱業）における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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エネルギー使用量の実績値が把握可能であれば、実績値を活用する手法を推奨していること

から、本計画では「【カテゴリ C】都道府県別按分法（実績値活用）」を採用します。「【カテゴリ

C】都道府県別按分法（実績値活用）」は、電気と都市ガスのみ実績値を活用し、その他のエネ

ルギーは「【カテゴリ A】都道府県別按分法」に準じる方法です。一部に実績値を用いる手法の

ため、「【カテゴリ A】都道府県別按分法」と比較して、より実態に近い CO2 排出量の推計が可

能です。

図 39 産業部門（建設業・鉱業）における都道府県別按分法（実績値活用）の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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③産業部門（農林水産業）

産業部門（農林水産業）における現況推計手法については、次の 2つの手法がマニュアルで

示されています。

図 40 産業部門（農林水産業）における現況推計手法一覧

図 41 産業部門（農林水産業）における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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エネルギー使用量の実績値が把握可能であれば、実績値を活用する手法を推奨していること

から、本計画では「【カテゴリ C】都道府県別按分法（実績値活用）」を採用します。「【カテゴリ

C】都道府県別按分法（実績値活用）」は、電気と都市ガスのみ実績値を活用し、その他のエネ

ルギーは「【カテゴリ A】都道府県別按分法」に準じる方法です。一部に実績値を用いる手法の

ため、「【カテゴリ A】都道府県別按分法」と比較して、より実態に近い CO2 排出量の推計が可

能です。

図 42 産業部門（農林水産業）における都道府県別按分法（実績値活用）の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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④業務その他部門

業務その他部門における現況推計手法については、次の 5つの手法がマニュアルで示されて

います。

図 43 業務その他部門における現況推計手法一覧

図 44 業務その他部門における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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排出量カルテによると、本市の業務その他部門における総 CO2 排出量に対する特定事業所か

らの CO2 排出量の割合は 7％と低く、大規模な事業所が多く立地する区域に適した「【カテゴリ

D】事業所排出量積上法」による推計は、実態との乖離が大きくなるため、適切ではありません。

次に、「【カテゴリ E】用途別エネルギー種別原単位活用法（実績値活用）」は、用途別の排出

量を推計するための基礎数値として、「事務所ビル」、「卸・小売業」、「飲食店」、「学校・試験研

究機関」、「ホテル・旅館」、「劇場・娯楽場」、「病院・医療機関」、「その他サービス業」の 8 区

分における延床面積の算出が必要であり、そのために要する労力やコストを鑑みると、「【カテ

ゴリ C】都道府県別按分法（実績値活用）」が合理的であるとして、本計画では「【カテゴリ C】

都道府県別按分法（実績値活用）」を採用します。

図 45 その他業務部門における都道府県別按分法（実績値活用）の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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⑤家庭部門

家庭部門における現況推計手法については、次の 4つの手法がマニュアルで示されています。

図 46 家庭部門における現況推計手法一覧

図 47 家庭部門における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）



津山市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

62

「【カテゴリ D】都道府県別エネルギー種別按分法（実績値活用）」は、都市ガスの普及率を

反映することでより実態に近い推計が可能ですが、ガス事業者からメーター調定数等の情報を

提供してもらう必要があります。また、都市ガス普及率の低い地域では、冬季の都市ガス使用

量を LP ガスと灯油に振り分ける必要があり、この配分量の算定に当たっては、月別の世帯当た

りの都市ガス使用量を把握する必要があるなど、そのために要する労力やコストを鑑みると、

「【カテゴリ C】都道府県別按分法（実績値活用）」が合理的であるとして、本計画では「【カテ

ゴリ C】都道府県別按分法（実績値活用）」を採用します。

図 48 家庭部門における都道府県別按分法（実績値活用）の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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⑥運輸部門（自動車）

運輸部門（自動車）における現況推計手法については、次の 3つの手法がマニュアルで示さ

れています。

図 49 運輸部門（自動車）における現況推計手法一覧

図 50 運輸部門（自動車）における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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自動車は移動体であるため排出量の推計について業務や家庭のような固定発生源とは異なる

考え方が必要になります。道路交通センサス自動車起終点調査データ活用法では、対象区域内

に登録されている車両の走行に伴う排出量を対象とした「登録地集計」と対象区域内に目的地

を有する車両の走行に伴う排出量を対象とした「目的地集計」が考えられます。

なお、環境省では道路交通センサス自動車起終点（OD）調査データをもとに、全国の市町村

別の自動車による温室効果ガス排出量を推計し、「市町村別自動車交通 CO2 排出テーブル」とし

て「登録地集計」及び「目的地集計」の推計値を公表しています。地方公共団体は、区域の自

動車分の温室効果ガス排出量把握する際に、これらのデータをそのまま使用することが可能で

あり、本計画では「【カテゴリ E】道路交通センサス自動車起終点調査データ活用法」を採用し

ます。

表 21 津山市の運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ（2019 年）

出典）環境省 運輸部門（自動車）CO2 排出量推計データ

令和1（2019）年度簡易な推計値（道路交通センサス自動車起終点調査データ活用法に準じる）

自治体名 岡山県津山市（特例市未満の周辺市町村をまとめた原単位データを使用）

人口 100,669 人 この集計にはデータ欠落があります

車種 軽乗用車 乗用車 バス 旅客計 軽貨物 小型貨物 普通貨物 特種車 貨物計 全車

登録地ベース

人口あたり保有台数 台/1000人 316.7 357.8 2.2 676.7 141.7 33.3 29.8 15.1 219.9 896.6

運行率 % 71.9% 68.0% 68.2% 69.8% 60.8% 50.9% 54.4% 52.4% 57.8% 66.9%

運行台数あたりトリップ数 Trip/台 2.96 2.89 4.63 2.93 3.63 3.93 5.01 5.02 3.94 3.14

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 673.6 702.8 6.9 1,383.3 312.9 66.7 81.4 39.6 500.6 1,883.9

トリップあたり距離 km/Trip 12.03 16.43 10.04 14.26 11.78 19.24 41.65 28.94 18.99 15.51

排出係数 g-CO2/km 155.0 197.0 735.4 181.7 179.6 263.9 662.1 660.9 421.1 259.5

年間排出量 t-CO2 46,166 83,597 1,860 131,623 24,322 12,443 82,474 27,848 147,087 278,710

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.46 0.83 0.02 1.31 0.24 0.12 0.82 0.28 1.46 2.77

目的地ベース

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 675.4 728.3 9.9 1,413.6 381.9 68.5 77.2 41.9 569.4 1,983.1

トリップあたり距離 km/Trip 13.03 19.91 10.84 16.75 13.40 19.65 35.58 18.53 15.04 16.26

排出係数 g-CO2/km 155.0 197.0 735.4 181.7 179.6 263.9 662.1 660.9 421.1 259.5

年間排出量 t-CO2 50,132 104,975 2,903 158,010 33,760 13,045 66,856 18,829 132,490 290,501

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.50 1.04 0.03 1.57 0.34 0.13 0.66 0.19 1.32 2.89

出発地ベース

人口あたりトリップ数 Trip/1000人 675.4 728.3 9.9 1,413.6 381.9 68.5 77.2 41.9 569.4 1,983.0

トリップあたり距離 km/Trip 12.93 19.89 10.68 16.69 13.49 19.97 38.02 19.18 15.69 16.40

排出係数 g-CO2/km 155.0 197.0 735.4 181.7 179.6 263.9 662.1 660.9 421.1 259.5

年間排出量 t-CO2 49,742 104,858 2,850 157,451 33,995 13,257 71,455 19,497 138,204 295,655

一人あたり排出量 t-CO2/人 0.49 1.04 0.03 1.56 0.34 0.13 0.71 0.19 1.37 2.94

グレーで斜体の数値は、データの信頼性が不足しています
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⑦運輸部門（鉄道）

運輸部門（鉄道）における現況推計手法については、次の 2つの手法がマニュアルで示され

ています。

図 51 運輸部門（鉄道）における現況推計手法一覧

図 52 運輸部門（鉄道）における手法の選択フロー

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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区域における運輸部門（鉄道）全体の排出量を求める場合は「【カテゴリ A】全国按分法」、区

域の事業者別に排出量を推計する場合は「【カテゴリ B】全国事業者別按分法」を用いて推計し

ます。本市における鉄道事業者は西日本旅客鉄道（株）の 1社のみであり、事業者別に排出量

を推計する必要がないことから、本計画では「【カテゴリ A】全国按分法」を採用します。

図 53 運輸部門（鉄道）における全国按分法の推計フロー図

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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⑧廃棄物分野（一般廃棄物 焼却処分）

一般廃棄物を焼却する際に排出される区域の非エネルギー起源 CO2 排出量を推計します。た

だし、食物くず（生ごみ）や紙くず等のバイオマス（生物体）起源の廃棄物の焼却に伴う排出

は、植物により大気中から一度吸収された二酸化炭素が再び大気中に排出されるものであり、

カーボンバランスは一定であると考えられるため、排出量には含めません。

したがって、推計の対象となる一般廃棄物は、焼却される化石燃料由来のごみ（プラスチッ

クごみ、合成繊維）となり、一般廃棄物から排出される非エネルギー起源 CO2 はプラスチック

ごみ及び合成繊維の量に対して排出係数を乗じて推計します。

図 54 一般廃棄物の焼却に伴う非エネルギー起源 CO2 排出量の推計式

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
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⑨森林吸収源

森林による温室効果ガス吸収量の推計手法については、次の 3つの手法がマニュアルで示さ

れています。

図 55 森林による CO2 吸収量（生体バイオマス）推計手法の概要

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）

上記（1）～（3）のどの推計手法を採用するかは、入手可能なデータの状況を踏まえて判断

します。岡山県内においては、岡山県が毎年公表している統計データ「岡山県の森林資源」を

通じて、森林蓄積に関するデータが毎年度取得可能であることから、本計画では「（1）森林全

体の炭素蓄積変化を推計する手法」を採用します。

表 22 岡山県の森林資源（2019 年度）
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森林による吸収量（純吸収量）は、主伐や大規模間伐などによる蓄積減少がある年度に排出

量が大きく発生してしまうなど、年次変動が比較的発生しやすい分野です。そのため、単年当

たりの吸収量を評価する場合は、対象年度の単年値をそのまま利用することが必ずしも適切と

ならない可能性があることに留意し、対象年度を含む複数年間の期間の平均値を利用するなど

の工夫が必要です。

図 56 森林吸収量の基本推計式

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）

報告年度と基準年度の 2 時点の森林炭素蓄積量の比較を行い、その差を CO2 に換算して吸収

量（純吸収量）を推計します。例えば、比較をするデータが 5年離れている場合は、その期間

の年数で除することで単年当たりの吸収量に換算します。具体的に森林吸収量とは、特定の年

度で算定されるものではなく、ある一定の期間に森林に蓄積（固定）された炭素量を CO2 に換

算したものを指します。当該推計手法は炭素蓄積量の増加量から減少量を差し引くことにより、

変化量を算定する手法（蓄積変化法）になります。例えば、2013 年に 100t の炭素が蓄積され

ていて 5 年後に 130t になっていれば、5 年間の森林吸収量は差分の蓄積（固定）された炭素

30t を CO2 に換算（44/12 を乗じる）した値になるため、110t-CO2 となります。

表 23 津山市の森林吸収量（2013 年度基準）

※基準年度（2013 年度）をゼロとする増減比較のため、主伐や大規模間伐等により森林炭素

蓄積量が減少した年度は、大きな CO2 の排出（プラス）として表れます。その後、適正な

森林管理の下、再植林された樹木の生長に伴い、年を追うごとに森林吸収量は回復します。

2010 2,408,072 179,830 R2010=(2,408,072-2,555,206)/(2013-2010)*(-44/12)

2011 2,488,913 60,769 R2011=(2,488,913-2,555,206)/(2013-2011)*(-44/12)

2012 2,521,283 24,877 R2012=(2,521,283-2,555,206)/(2013-2012)*(-44/12)

2013 2,555,206 - R2013=(2,555,206-2,555,206)/(2013-2013)*(-44/12)

2014 2,588,202 -120,984 R2014=(2,588,202-2,555,206)/(2014-2013)*(-44/12)

2015 2,418,727 250,211 R2015=(2,418,727-2,555,206)/(2015-2013)*(-44/12)

2016 2,467,698 106,955 R2016=(2,467,698-2,555,206)/(2016-2013)*(-44/12)

2017 2,497,066 53,295 R2017=(2,497,066-2,555,206)/(2017-2013)*(-44/12)

2018 2,492,797 45,767 R2018=(2,492,797-2,555,206)/(2018-2013)*(-44/12)

2019 2,515,036 24,548 R2019=(2,515,036-2,555,206)/(2019-2013)*(-44/12)

2020 2,545,903 4,873 R2020=(2,545,903-2,555,206)/(2020-2013)*(-44/12)

計算式
森林吸収量

t-CO2
年度

炭素蓄積量
ｔ-C
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（２）将来推計

BAU ケース（排出削減に向けた追加的な施策等の導入を行わない場合）における CO2 排出量

の将来推計に当たっては、原則として、エネルギー消費原単位と炭素集約度は変化しないと仮

定し、現況年度の温室効果ガス排出量に対して、活動量のみが変化すると仮定して推計するよ

うマニュアルで示されています。

また、部門・分野別の将来推計に用いる活動量の例も併せて示されており、過去の実績の傾

向から目標年度である 2030 年度及び 2050 年度における活動量（将来活動量）を予測し、推計

を行います。

①産業部門（製造業）

【 将来活動量の推計方法 ： 2002～2020 年の平均値 】

産業部門（製造業）における CO2 排出量は、「業種別製造品等出荷額等」（工業統計）を活動

量として推計します。製造品出荷額は、各年では増減を繰り返していますが、長期的には横ば

い傾向のため、将来活動量の推計値は、2002～2020 年の平均値とします。

図 57 業種別製造品出荷額等の推移

表 24 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

②産業部門（建設業・鉱業）

【 将来活動量の推計方法 ： 過去の実績から近似式で予測 】

産業部門（建設業・鉱業）における CO2 排出量は、建設業・鉱業の「従業者数」（津山市統計

書）を活動量として推計します。建設業・鉱業の従業者数は減少傾向ですが、近似曲線で表す

と、その減少幅は徐々に縮小する傾向にあることから、将来活動量の推計値は、図中の近似式

より算定します。

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

業種別製造品出荷額等（円） 17,901,586 20,529,116 20,390,656 20,390,656 （横ばい）

CO2 排出量（千 t-CO2） 268 281 279 279

【凡例】

●：業種別製造品等出荷額等

（出典 工業統計）

…：増減傾向を示す近似曲線
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図 58 建設業・鉱業の従業者数の推移

表 25 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

※建設業・鉱業従業者数は国勢調査を基に集計するため、対象年度の直前調査年の数値を採用

③産業部門（農林水産業）

【 将来活動量の推計方法 ： 過去の実績から近似式で予測 】

産業部門（農林水産業）における CO2 排出量は、農林水産業の「従業者数」（津山市統計書）

を活動量として推計します。農林水産業の従業者数は減少傾向ですが、近似曲線で表すと、そ

の減少幅は徐々に縮小する傾向にあることから、将来活動量の推計値は、図中の近似式より算

定します。

図 59 農林水産業の従業者数の推移

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

建設業・鉱業従業者数（人） 3,983 3,804 2,482 1,343 （減少）

CO2 排出量（千 t-CO2） 10 7 5 3

【凡例】

●：産業別従業者数

（建設業・鉱業）

（出典 津山市統計書）

…：増減傾向を示す近似曲線

【凡例】

●：産業別従業者数

（農林水産業）

（出典 津山市統計書）

…：増減傾向を示す近似曲線
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表 26 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

※農林水産業従業者数は国勢調査を基に集計するため、対象年度の直前調査年の数値を採用

④業務その他部門

【 将来活動量の推計方法 ： 過去の実績から近似式で予測 】

業務その他部門における CO2 排出量は、第 3次産業の「従業者数」（津山市統計書）を活動量

として推計します。第 3 次産業の従業者数は各年では増減を繰り返していますが、長期的には

微減傾向にあることから、将来活動量の推計値は、図中の近似式より算定します。

図 60 第 3 次産業の従業者数の推移

表 27 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

※第 3 次産業従業者数は国勢調査を基に集計するため、対象年度の直前調査年の数値を採用

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

農林水産業従業者数（人） 2,982 2,969 1,367 754 （減少）

CO2 排出量（千 t-CO2） 14 17 8 4

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

第 3 次産業従業者数（人） 30,719 31,109 31,464 30,024 （微減）

CO2 排出量（千 t-CO2） 189 150 151 144

【凡例】

●：産業別従業者数

（第 3 次産業）

（出典 津山市統計書）

…：増減傾向を示す近似曲線
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【凡例】

●：世帯当たり人口

（出典 国勢調査）

…：増減傾向を示す近似曲線

⑤家庭部門

【 将来活動量の推計方法 ： 将来展望人口/将来世帯当たり人口 】

家庭部門における CO2 排出量は、「世帯数」（国勢調査）を活動量として推計します。将来の

世帯数を推計するには、まず将来の「世帯当たり人口」の推計を行い、将来展望人口（「第 2 期

津山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における将来展望人口）をその推計値で除すること

で算定します。世帯当たり人口は、核家族化の進行や独居世帯の増加により減少傾向にあるこ

とから、将来活動量の推計値は、図中の近似式より算定します。

図 61 世帯当たり人口の推移

表 28 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

※世帯数は国勢調査を基に集計するため、対象年度の直前調査年の数値を採用

⑥運輸部門（自動車（貨物））

【 将来活動量の推計方法 ： 過去の実績から近似式で予測 】

運輸部門（自動車（貨物））における CO2 排出量は、「貨物自動車保有台数」（自治体排出量カ

ルテ）を活動量として推計します。貨物自動車保有台数は、減少傾向が継続している状況にあ

ることから、将来活動量の推計値は、図中の近似式より算定します。

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

世帯当たり人口（人/世帯） 2.75 2.68 2.25 1.90 （減少）

将来展望人口（人） - - 91,144 77,152

世帯数（世帯） 39,876 40,303 40,553 40,582 （微増）

CO2 排出量（千 t-CO2） 187 123 124 150
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図 62 貨物自動車保有台数の推移

表 29 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

⑦運輸部門（自動車（旅客））

【 将来活動量の推計方法 ： 世帯当たり保有台数×将来世帯数 】

運輸部門（自動車（旅客））における CO2 排出量は、「旅客自動車保有台数」（自治体排出量カ

ルテ）を活動量として推計します。将来活動量の推計値は、現在の世帯当たり自動車保有台数

（1.71 台/世帯）に、家庭部門にて推計した将来世帯数を乗じることで算定します。

表 30 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

⑧運輸部門（鉄道）

【将来活動量の推計方法 ： 将来展望人口（第 2 期津山市まち・ひと・しごと創生総合戦略】

運輸部門（自動車（鉄道））における CO2 排出量は、「将来人口」を活動量として推計します。

本計画においては、「第 2 期津山市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における将来展望人口を

使用します。

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

貨物自動車保有台数（台） 22,524 21,655 18,520 14,194 （減少）

CO2 排出量（千 t-CO2） 120 147 126 96

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

旅客自動車保有台数（台） 67,401 68,960 69,311 69,395

（横ばい）

世帯数（世帯） 39,876 40,303 40,553 40,582

CO2 排出量（千 t-CO2） 162 132 132 132

【凡例】

●：貨物自動車保有台数

（出典 自治体排出量カルテ）

…：増減傾向を示す近似曲線
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表 31 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

⑨廃棄物分野（一般廃棄物）

【 将来活動量の推計方法 ： 2002～2020 年の平均値 】

廃棄物分野（一般廃棄物）における CO2 排出量は、「一般廃棄物焼却量」（環境省 一般廃棄

物処理調査結果）を活動量として推計します。一般廃棄物焼却量は、各年では増減を繰り返し

ていますが、長期的には横ばい傾向のため、将来活動量の推計値は、2002～2020 年の平均値と

します。

図 63 一般廃棄物焼却量の推移

表 32 算定基礎となる活動量及び CO2 排出量の推計結果（BAU ケース）

⑩森林吸収源

【 将来活動量の推計方法 ： 過去の実績から近似式で予測 】

森林吸収源における森林吸収量は、「炭素備蓄量」を活動量として推計します。炭素備蓄量は、

主伐や大規模間伐等により一時期に減少することがありますが、その後、適正な森林管理の下、

再植林された樹木の生長に伴い回復します。近年の炭素蓄積量の推移を近似曲線で表すと増加

傾向にあることから、将来活動量の推計値は、図中の近似式より算定します。

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

将来展望人口（人） - - 91,144 77,152 （減少）

CO2 排出量（千 t-CO2） 8 6 6 5

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

一般廃棄物焼却量（ｔ） 34,243 38,010 35,302 35,302 （横ばい）

CO2 排出量（千 t-CO2） 9 16 15 15

【凡例】

●：一般廃棄物焼却量

（出典 一般廃棄物処理調査結果）

…：増減傾向を示す近似曲線
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図 64 炭素備蓄量の推移

表 33 算定基礎となる活動量及び CO2 吸収量の推計結果（BAU ケース）

算定基礎となる活動量 基準年度 現況年度 将来活動量
増減傾向

CO2 排出量 2013 年度 2019 年度 2030 年度 2050 年度

炭素備蓄量（ｔ-C） 2,555,206 2,515,036 2,765,010 3,202,232 （増加）

CO2 吸収量（t-CO2） ±0 25 -45 -64

【凡例】

●：炭素備蓄量

…：増減傾向を示す近似曲線


